
 

様式第１号（第６条関係） 

  年  月  日 

 

美里町長 殿 

申請者 

                   住所 〒 

            

                   ふりがな             

                   氏 名              印  

連 絡 先 

 

美里町住宅用太陽光発電設備設置事業補助金交付申請書 

 

 美里町住宅用太陽光発電設備設置事業補助金交付要綱第６条の規定により、下記の事項に同

意の上、申請します。 

１ 住宅用太陽光発電設備設置事業補助金の交付に関して、町担当職員が町税等の納付状況等

を確認することに同意します。 

２ 公簿等で確認できない場合は、関係書類の提出を行います。 

 

記 

 

対象設備を設置する住宅の場所 
（〒   ―    ） 

美里町 

住宅の種類（○を付けてください。）  １ 新築住宅 ２ 既存住宅 ３ 建売住宅 

太陽電池の最大出力 kW  

太陽光発電システムの設置方法 

（○を付けてください。） 
 １ 建材一体型   ２ 架台設置型 

補助対象経費 円  

補助金交付申請額 円  

着手予定年月日 年   月   日   

完了予定年月日 年   月   日   



 

１ 申請手続きのための確認事項 

確認項目 
確認欄 

（レを付けてください。) 

太
陽
光
発
電
シ
ス
テ
ム 

住宅の屋根等への設置に適した、低圧配電線と逆潮流有りで

連系する太陽光発電システムです。 
□はい 

  

太陽電池の公称最大出力が１０kW未満の太陽光発電システム

です。 
□はい 

  

太陽光発電システムは、太陽光発電普及拡大センター（Ｊ－

ＰＥＣ）の定める要件に適合するものです。 
□はい 

  

太陽光発電システムの補助対象経費が１kW当たり５５万円

(消費税及び地方消費税に相当する額を除く。)以下です。 
□はい 

  

未使用品です。 □はい   

住
宅 

申請者が自ら居住する又は居住しようとする住宅です。 
□はい   

申請者本人以外の所有者がいる建物に太陽電池モジュールを

設置する場合、建物の所有者の承諾を得て申請します。 
□はい 

 

申
請
者 

町内に居住しています。(又は居住する予定です。) □はい   

市町村民税その他町長が定める地方税を滞納していません。 
□はい   

自らが電力会社と電力受給契約を結びます。 □はい   

発電量、売電量、買電量その他町長が必要と認めるデータの

提供ができます。 
□はい 

  

そ
の
他 

補助金交付決定通知の日まで、太陽光発電システムの設置工

事を行いません。 
□はい 

  

太陽光発電システム１７年の間、当該対象設備を善良なる管

理者の注意を持って管理し、補助金の交付の目的に従って適

正な運用を図ります。 

□はい 

  

太陽光発電システム１７年の間、補助金の交付の目的以外の

目的に使用、譲渡及び貸付けを行いません。 
□はい 

  

国・県の補助金を申請する予定です。 □はい □いいえ 

 （注）レを付けることができない項目がある場合は、申請できません。 



 

 

２ 太陽光発電システムの概要（一般社団法人太陽光発電協会（太陽光発電普及拡大センター

（J-PEC））に提出した補助金申込書の写しでも可。） 

項 目 内 容 

太
陽
電
池
モ
ジ
ュ
ー
ル 

製造者名（メーカー名）   

太陽電池モジュールの型式名 

①   

②   

③   

④   

⑤   

⑥   

⑦   

⑧   

公称最大出力と使用枚数 

① W×    枚＝      W 

② W×    枚＝      W 

③ W×    枚＝      W 

④ W×    枚＝      W 

⑤ W×    枚＝      W 

⑥ W×    枚＝      W 

⑦ W×    枚＝      W 

⑧ W×    枚＝      W 

太陽電池の最大出力 ※ 

（小数点以下第2位未満の端数は切捨て） 

 

kW 

パ
ワ
ー
コ
ン
デ
ィ
シ
ョ
ナ 

製造者名（メーカー名）   

パワーコンディショナ（インバータ・

保護装置）の型式名 

①   

②   

③   

④   

定格出力 

① kW 

② kW 

③ kW 

④ kW 

 ※ 太陽電池の最大出力とは、太陽光発電システムを構成する太陽電池モジュールの公称最

大出力の合計値です。 



 

 

３ 太陽光発電システムの設置に係る補助金交付申請額の積算内訳（一般社団法人太陽光発電

協会（太陽光発電普及拡大センター（J-PEC））に提出した補助金申込書の写しでも可。） 

項 目 金 額 備 考 

①太陽電池モジュール               円   

②架台               円   

③パワーコンディショナ

（インバータ・保護装置） 
              円   

④その他付属機器（接続

箱、直流側開閉器、交流

側開閉器） 

              円   

⑤設置工事に係る費用

（配線・配線器具の購

入・電気工事等を含む） 

         円   

⑥補助対象経費小計          円 ①＋②＋③+④+⑤ 

⑦特殊工事費控除金額               円 

別紙「特殊工事費控

除額の計算書」の合

計金額 

⑧控除後の小計 

(補助対象経費) 
              円 ⑥－⑦ 

⑨1kW当たりの金額               円 
⑧÷太陽電池の最

大出力 

１ 金額は、消費税及び地方消費税に相当する額を除いた額を記入すること。 

 ２ 設置工事に係る費用に特殊工事費が含まれているときは、特殊工事費控除金額の計算書

（様式第１号の別紙）により控除金額を算出し、⑤特殊工事費控除金額に記入すること。 

 ３ ⑨1kW当たりの金額が５５万円を超えたときは、申請することができません。 



 

 

４ 補助対象経費の合計及び補助金交付申請額の算定 

 

項目 金額 備考 

太陽光発電シ

ステムの対象

経費 

①        円 

３ 太陽光発電システ 

ム設置工事費の内訳 

の⑥の額 

 

太陽光発電シ

ステムに係る

補助金の額 ②        円 

     kW(太陽電池の

最大出力数)×３万円 

＝        円 

（上限額１０万円、千円未

満切捨） 

③        円 

請負者が町内事業所等に

よる加算 

②×０．２ 

④        円 

合計 

②＋③ 

 

 添付書類 

（１）工事請負契約書その他工事契約関係が確認できる書類の写し及び工事費の内訳が確認

できる見積書その他の写し 

（２）対象設備を設置する場所が確認できる図面等の写し 

（３）対象設備の形状、規格等が確認できるカタログ、仕様書等の写し 

（４）対象設備を設置する対象住宅及び屋根、屋上その他の対象設備を設置する場所（対象

住宅が建築前であるときは、建築予定地）の現況を示す写真（申請の日前２週間以内に

撮影された写真に限る。） 

（５）対象設備を設置する対象住宅に申請者以外の所有者がいる場合は、当該所有者の承諾

書（様式第２号） 

（６）申請者（前号に規定する承諾書を提出した者がいる場合は、その者を含む。）の市町

村民税その他町長が定める地方税を滞納していないことを証明する書類。ただし、町内

に居住している者を除く。 

（７）その他町長が必要と認める書類 

 

 



 

様式第１号の別紙 

 

特殊工事費控除金額の計算書（一般社団法人太陽光発電協会（太陽光発電普及拡大センター

（J-PEC））に提出した補助金申込書の写しでも可。） 

控除対象項目 

（ア） 

特殊工事費（消費税抜き） 

実際にかかった工事金額 

（イ） 

特殊工事費控除の計算式・上限金額 

 

控除金額（消費税抜き）

（ア）と（イ）の低い金額 

①安全対策

費 
円 30,000 円 ×  kW  円 円 

②陸屋根防

水基礎工事

費 

円 50,000 円 ×  kW  円 円 

③積雪対策

工事費 
円 30,000 円 ×  kW  円 円 

④積雪架台

嵩上げ工事

費 

円 25,000 円 ×  kW  円 円 

⑤風荷重対

策工事費 
円 20,000 円 ×  kW  円 円 

⑥塩害対策

工事費 
円 10,000 円 ×  kW  円 円 

⑦幹線増強

工事費 
円 

控除上限金額100,000円 

（既築で単相２線から３線に切替、分

電盤を交換する工事のみ可） 

円 

特殊工事費控除合計金額 

①から⑦までの合計額 
円 

※ 特殊工事を行う場合は、工事内容を証明する写真（工事の種類によっては工事費前、中、

後の写真）が必要です。（完了報告時） 


